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財政援助団体等監査結果報告書の提出について 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査を実施したので、同条第９項

の規定により監査結果に関する報告書を提出する。 



財政援助団体等監査結果報告書 

 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の対象 

    公益社団法人瑞穂市シルバー人材センター（以下、「シルバー人材セ

ンター」という。）の令和４年度の財政援助（補助金）に係る出納その

他出納に関連した事務の執行について、瑞穂市監査基準（令和２年瑞穂

市監査委員告示第４号）に基づき、監査を行った。 

なお、監査の実施において必要と認められた場合は、令和５年度及び

令和３年度の財政援助についても対象とした。 

 

２ 監査の実施期間 

    令和５年１１月７日（火）から令和６年１月２６日（金）まで 

 

３ 実施した監査手続 

    シルバー人材センターにおける上記補助金に係る出納その他出納に関

連した事務の執行について、同センターが保管する出納関係帳票その他

関係書類の確認及び質問その他必要と認めた監査手続を実施した。 

    また、地域福祉高齢課の上記補助金に係る事務の執行について、同課

から提出された資料及び提示のあった関係書類に基づいて、質問その他

必要と認めた監査手続を実施した。 

 

第２ 監査の結果と意見 

 １ シルバー人材センターの概要 

  （１）事業概要 

    シルバー人材センターは、平成２８年４月２０日に公益社団法人化し

た後、令和３年５月１３日に事務所を移転している。公益社団法人瑞穂

市シルバー人材センター定款（以下、「定款」という。）によれば「定年

退職者等の高齢者（以下「高齢者」という。）の希望に応じた臨時的かつ

短期的な就業又はその他の簡易な業務（当該業務に係る労働力の需給の

状況、当該業務の処理の実情等を考慮して厚生労働大臣が定めるものに

限る。次条及び第５条において同じ。）に係る就業の機会を確保し、及び

これらの者に対して組織的に提供することなどにより、その能力を生か

した就業その他の多様な社会参加活動を援助して、これらの者の生きが

いの充実と福祉の増進を図るとともに、活力ある地域社会づくりに寄与

すること」を目的としている。その目的を達成するため、次の事業を行

うとしている。 

 

    ア 臨時的かつ短期的な就業（雇用によるものを除く。）又はその他の

軽易な業務に係る就業（雇用によるものを除く。）を希望する高齢

者のために、これらの就業の機会を確保し、及び組織的に提供す

ること。 

    イ 臨時的かつ短期的な雇用による就業又はその他の軽易な業務に係
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る就業（雇用によるものに限る。）を希望する高齢者のために、職

業紹介事業又は労働者派遣事業を行うこと。 

    ウ 高齢者に対し、臨時的かつ短期的な就業及びその他の軽易な業務

に係る就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習を行う

こと。 

    エ 高齢者のための臨時的かつ短期的な就業及びその他の軽易な業務

に係る就業を通じて、高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推

進を図るために必要な事業を行うこと。 

    オ 上記ア～エのほか、高齢者の多様な就業機会の確保及び地域社会、

企業等における高齢者の能力の活用を図るために必要な事業を行

うこと。 

    カ その他目的を達成するために必要な事業を行うこと。 

 

   （２）会員・役員等 

     定款によれば、シルバー人材センターの会員は、正会員、特別会員、

賛助会員の３種となり、役員は総会の決議により選任され、理事長、

副理事長、常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定され

ている。 

 

（３）会員数・受取会費の推移 

     正会員の会費は、年額 1,800 円（月額 150 円）で、正会員数と正会

員受取会費の推移は、以下のとおりである。 

年  度 男性（人） 女性（人） 合計（人） 正会員受取会費（円） 

令和４年度 103 44 147 241,800 

令和３年度 110 50 150 243,000 

令和２年度 109 49 158 249,900 

   ※会員の人数は、各年度末 

 

   （４）財政状態及び正味財産の増減内容 

シルバー人材センターの会計処理は、公益法人会計基準に基づき行

われており、財政状態及び正味財産の増減内容は、次のとおりである。 

 

   ア 財政状態（貸借対照表 別添資料１） 

 

科  目 令和３年度 令和４年度 

資  産 18,817,924 円 20,729,529 円 

負  債 4,482,254 円 5,325,384 円 

正 味 財 産 14,335,670 円 15,404,145 円 
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イ 正味財産の増減内容（正味財産増減計算書 別添資料２） 

 

科  目 令和３年度 令和４年度 

総 収 益 89,420,428 円 90,406,578 円 

総 費 用 88,132,890 円 89,338,103 円 

当 期 収 支 差 額 1,287,538 円 1,068,475 円 
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 

（ 前 期 繰 越 収 支 差 額 ） 13,048,132 円 14,335,670 円 
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 

（ 次 期 繰 越 収 支 差 額 ） 14,335,670 円 15,404,145 円 

 

（５）補助金の推移 

   市からシルバー人材センターへ交付された補助金額の推移は、以下

のとおりである。 

令和 5 年 11 月末現在 

年   度 補助金額 

令和５年度 3,922,000 円 

令和４年度 3,922,000 円 

令和３年度 3,922,000 円 

令和２年度 3,922,000 円 

 

   （６）補助金について 

シルバー人材センターへの補助金は、「瑞穂市地域福祉活動事業に関

する補助金等要綱」（以下、「要綱」という。）第２条の規定により、次

のとおり定められている。 

事業の種類 交付団体等 補助対象経費 補助額 

シルバー人材

センター事業 

公 益 社 団 法 人 

瑞穂市シルバー

人材センター 

運営費及び事業費

（国の高年齢者就

業機会確保事業費

等補助金交付要綱

（平成 13 年厚生労

働省発職高第 170

号厚生労働事務次

官通知別紙）によ

る。） 

予算の範囲内で市

長が認める額 
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２ シルバー人材センターについて 

番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

１ 

補助金

につい

て 

シルバー人材センタ

ーから地域福祉高齢課

に提出された令和 4年度

補助事業実施報告書を

確認したところ、支出の

部に経常収益と経常費

用の差額と同額の事業

活動収支差額 1,224,335

円が記載されていた。 

この事業活動収支差

額が支出額に含まれて

いる理由について確認

したところ、「収入合計

金額と支出合計金額が

同じになるように当期

経 常 増 減 額 を 記 載 し

た。」との回答であった。 

 

 「収入合計金額と支出合計金額が同じにな

るように当期経常増減額を記載した。」との内

容は、全く回答になっていない。 

 シルバー人材センターの財政状況を確認す

ると、補助金を必要としながらも財政状況は

良好であるため、今後の補助金の交付申請、

実施報告は理由を明確にし、適正に行うべき

である。 

 

２ 

加入率

等につ

いて 

 シルバー人材センタ

ーの令和 5 年 3 月末の会

員数は 147 名、加入率は

1.0％であった。 

 

近隣のシルバー人材センターの加入率は、

岐阜市 1.4％、大垣地域 1.3％、各務原市 1.3％、

羽島市 1.3％、北方町 1.5％と比較すると、当

市のシルバー人材センターの加入率は、やや

低調な数値である。 

シルバー人材センターの魅力等を増大さ

せ、加入率 1.3％を当面の目標とするなど加入

率の向上及び会員の確保に尽力していただき

たい。 

 

３ 

配分金

の単価

につい

て 

シルバー人材センタ

ーから提供を受けた配

分金一覧表を確認する

と、除草や剪定作業など

で 1時間当たりの単価と

なっていた。 

 また、上記一覧表は、

シルバー人材センター

で独自に作成されてい

た。 

 

 実質的に請負作業であるにもかかわらず、1

時間当たりの単価設定とすると、会員の就業

意欲を失わせるおそれがある。 

 結果として、加入率にも影響すると考えら

れるため、会員への適切な配分金一覧表とな

るよう十分に見直していただきたい。 

 

４ 

令和 4 年

配分金

額及び

その人

数につ

いて 

令和 4 年中（令和 4 年

1 月から 12 月まで）に各

会員に支払われた年間

配分金の総額を確認し

たところ、下記の表のと

おりであった。 
 

金  額 人 数 

0 円 62 人 

1 円～100,000 円 29 人 

100,001 円 

～200,000 円 
10 人 

 左記の表のとおり、支払われた配分金が 0

円の会員が 62 人で 35.6％を占めており、1～

100,000 円の会員が 29 人で 16.7％とこの 2 つ

を合わせると、100,000 円以下の会員で 52.3％

と半数を超えている。 

 一方で 100 万円以上の会員は、16 人と 9.2％

であり、年間で受け取った配分金に大きく偏

りが見られる。 

 0 円又は支払額の少ない会員がより増額と

なるように積極的に仕事を紹介していただき

たい。 

- 4 -



番号 内 容 監査の結果 監査の意見 
200,001 円 

～300,000 円 
15 人 

300,001 円 

～400,000 円 
14 人 

400,001 円 

～500,000 円 
3 人 

500,001 円 

～600,000 円 
11 人 

600,001 円 

～700,000 円 
4 人 

700,001 円 

～800,000 円 
4 人 

800,001 円 

～900,000 円 
2 人 

900,001 円 

～1,000,000 円 
4 人 

1,000,000円以上 16 人 

合  計 174 人 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

重要な

会計方

針につ

いて 

令和 3 年度から同 5 年

度のシルバー人材セン

ターの定時総会議案書

の重要な会計方針を確

認したところ、固定資産

の減価償却の方法は、法

人税法に規定する方式

ということで「建物は定

額法、建物以外の有形固

定資産は定率法」と記載

されていた。 

 

 平成 28 年度の税制改正により、法人の減価

償却制度が変更となっている。 

 建物は定額法でこれまでどおりであるが、

建物附属設備と構築物の法定償却方法が、上

記税制改正により、定率法から定額法に変更

となっていた。 

 また、シルバー人材センターの固定資産台

帳兼減価償却計算書を確認したところ、令和 4

年 3 月 31 日に取得されたトイレ・廊下改修工

事などが建物附属設備として、定額法で償却

されていた。 

重要な会計方針であるので、速やかに是正

すべきである。 

 

６ 

職員の

給与等

につい

て 

 職員の令和 4 年 10 月

分からの基本給が前月

基本給の 20％増額とな

っていた。 

 その増額となった理

由について確認したと

ころ、「令和 2 年 4 月か

ら昇給がなく、職務遂行

能力、経験等を考慮して

令和 4 年 10 月分より基

本給を上げた。」との回

答であった。 

 また、「その昇給は 3

役（理事長、副理事長、

常務理事）で相談し、理

事会で報告し、決定して

いる。」との回答であっ

た。 

 退職金や、賞与につい

て、確認したところ、支

給はなく、今後の予定も

ないとのことであった。 

 令和 2 年 4 月から昇給がないからとのこと

であるが、相当の長期間昇給がなかったわけ

でもなく、その職員の年齢（60 代）から判断

すると、前月基本給の 20％増額されたという

のは、上り幅が大きいといえる。 

 賞与も現段階では支給されておらず、その

職員の年間収入やこれまで退職金が支払われ

ていないことからすると、決して多額の給与

ではないと判断するが、今後の職員のために

も、近隣のシルバー人材センターの職員給与

も検証し、適正な給与、賞与、退職金の支給

がなされるように、十分検討していただきた

い。 

 また、3 役での相談及び臨時理事会の議事録

を確認したところ、基本給が 20％増額となっ

た理由について全く記載されていなかったの

で、重要なことは明確に記録に残すべきであ

る。 
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３ 地域福祉高齢課について 

番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

７ 

補助金

につい

て 

 シルバー人材センター

に令和 4 年度交付された

補 助 金 は 、 年 度 当 初 に

3,922,000 円が交付され、

年度終了後シルバー人材

センターから補助事業実

施報告書を受けたが、ゼ

ロ 精 算 で 処 理 さ れ て い

た。 

地域福祉高齢課に提出

のあった上記補助事業実

施報告書を確認したとこ

ろ、支出の部に事業費、

管理費の他、事業活動収

支差額 1,224,335 円の記

載があった。 

支出の部に上記事業活

動収支差額が記載されて

いる理由及び補助金が全

額交付となっている理由

に つ い て 確 認 し た と こ

ろ、「公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関

する法律（以下、「認定法」

という。）中の収支相償で

は、中長期的に収支が均

衡すれば良いため問題は

ない。」旨の回答であっ

た。 

 

 収支相償は、公益法人が毎事業年度におい

て満たさなければならない認定法で定めら

れた財務に関する公益認定の基準のひとつ

であるため、市の補助金とは関係のない話で

ある。 

 地域福祉高齢課は、申請書及び報告書を受

け取るだけでなく、瑞穂市補助金等の交付に

関する指針に沿って、真に必要な補助金を交

付すべきであり、補助金予算の減額も実施す

べきである。 

また、瑞穂市補助金交付規則（以下、「規

則」という。）第 10 条に規定されている審査

を適切に行い、必要に応じ規則第 15 条に規

定する調査等も実施すべきである。 

 

 

以上 
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資料1

単位：円
当　年　度

Ⅰ 資産の部
１ 流動資産

現金預金 7,344,309 4,970,635 2,373,674
未収金 5,445,191 5,412,396 32,795

流動資産合計 12,789,500 10,383,031 2,406,469

２ 固定資産
（３）その他固定資産

建物附属設備 3,091,801 3,307,763 △ 215,962
車両運搬具 872,424 1,019,472 △ 147,048
什器備品 3,675,907 3,409,279 266,628
機械装置 114,387 160,205 △ 45,818
電話加入権 75,600 75,600 0
長期前払費用 0 359,204 △ 359,204
リサイクル預託金 109,910 103,370 6,540

その他固定資産合計 7,940,029 8,434,893 △ 494,864
固定資産合計 7,940,029 8,434,893 △ 494,864
資産合計 20,729,529 18,817,924 1,911,605

Ⅱ 負債の部
１ 流動負債

未払金 4,692,484 3,967,685 724,799
預り金 86,403 71,541 14,862
仮受金 39,897 42,228 △ 2,331
未払消費税等 506,600 400,800 105,800

流動負債合計 5,325,384 4,482,254 843,130
負債合計 5,325,384 4,482,254 843,130

Ⅲ 正味財産の部
１ 正味財産

指定正味財産 0 0 0
２ 一般正味財産 15,404,145 14,335,670 1,068,475

正味財産合計 15,404,145 14,335,670 1,068,475
負債及び正味財産合計 20,729,529 18,817,924 1,911,605

貸 借 対 照 表
令和5年3月31日現在

科　　目 前　年　度 増　　減
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資料2

当年度 前年度 増　減
Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部
（１）経常収益

受託事業収益 [ 80,852,139 ] [ 79,835,212 ] [ 1,016,927 ]
受取配分金 52,371,414 52,062,358 309,056
受取材料費等 23,353,280 22,666,517 686,763
受取事務費 5,127,445 5,106,337 21,108

労働者派遣事業 [ 1,466,946 ] [ 1,342,524 ] [ 124,422 ]
派遣事業収入 1,466,946 1,342,524 124,422

受取会費 [ 241,800 ] [ 243,000 ] [ △ 1,200 ]
正会員受取会費 241,800 243,000 △ 1,200

受取補助金等 [ 7,844,000 ] [ 7,844,000 ] [ 0 ]
地方公共団体補助金 3,922,000 3,922,000 0
受取連合交付金 3,922,000 3,922,000 0

雑収益 [ 1,693 ] [ 155,692 ] [ △ 153,999 ]
受取利息 83 98 △ 15
受取配当金 200 200 0
雑収益 1,410 155,394 △ 153,984

経常収益計 90,406,578 89,420,428 986,150
（２）経常費用

事業費 [ 87,350,268 ] [ 86,224,573 ] [ 1,125,695 ]
支払配分金 52,371,414 52,062,358 309,056
支払材料費等 （ 14,912,861 ） （ 14,104,779 ） （ 808,082 ）

支払材料費等 46,700 114,534 △ 67,834
支払材料費セ 14,866,161 13,990,245 875,916

給料手当 （ 9,201,164 ） （ 9,156,482 ） （ 44,682 ）
給与 3,332,454 3,029,875 302,579
賃金 5,868,710 6,126,607 △ 257,897

法定福利費 （ 544,930 ） （ 550,617 ） （ △ 5,687 ）
社会保険料 462,399 465,041 △ 2,642
雇用保険料 71,343 74,388 △ 3,045
児童手当拠出金 11,188 11,188 0

福利厚生費 22,000 55,000 △ 33,000
旅費交通費 24,064 4,418 19,646
通信運搬費 496,262 677,661 △ 181,399
賃借料 2,686,980 2,535,560 151,420
教材費 9,400 21,860 △ 12,460
消耗品費 363,247 910,977 △ 547,730
什器備品費 652,510 426,354 226,156
修繕費 1,178,275 1,483,627 △ 305,352
印刷製本費 64,448 101,390 △ 36,942
支払保険料 879,472 884,089 △ 4,617
租税公課 735,348 605,958 129,390
減価償却費 2,127,482 1,239,951 887,531
委託費 744,765 1,044,126 △ 299,361
支払手数料 82,300 95,345 △ 13,045
水道光熱費 250,800 264,021 △ 13,221
雑費 2,546 0 2,546

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和4年4月1日から令和5年3月31日

単位：円
科　　目
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資料2

当年度 前年度 増　減

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和4年4月1日から令和5年3月31日

単位：円
科　　目

管理費 [ 1,831,975 ] [ 1,902,534 ] [ △ 70,559 ]
役員報酬 327,000 315,000 12,000
給料手当 16,746 15,225 1,521
法定福利費 （ 2,187 ） （ 2,209 ） （ △ 22 ）

社会保険料 1,857 1,867 △ 10
雇用保険料 286 298 △ 12
児童手当拠出金 44 44 0

旅費交通費 1,266 232 1,034
通信運搬費 75,218 35,666 39,552
会議費 4,080 3,490 590
賃借料 141,420 133,450 7,970
消耗品費 26,258 45,259 △ 19,001
修繕費 0 87,870 △ 87,870
印刷製本費 18,242 5,336 12,906
支払保険料 46,288 46,531 △ 243
租税公課 38,702 31,892 6,810
支払負担金 235,800 235,200 600
減価償却費 111,972 112,090 △ 118
委託費 757,768 759,554 △ 1,786
支払手数料 3,425 2,948 477
水道光熱費 13,200 13,895 △ 695
雑費 12,403 56,687 △ 44,284

経常費用計 89,182,243 88,127,107 1,055,136
評価損益等調整前当期経常増減額 1,224,335 1,293,321 △ 68,986
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 1,224,335 1,293,321 △ 68,986

２．経常外増減の部
（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用

固定資産除却損 [ 155,860 ] [ 5,783 ] [ 150,077 ]
経常外費用計 155,860 5,783 150,077

当期経常外増減額 △ 155,860 △ 5,783 △ 150,077
当期一般正味財産増減額 1,068,475 1,287,538 △ 219,063
一般正味財産期首残高 14,335,670 13,048,132 1,287,538
一般正味財産期末残高 15,404,145 14,335,670 1,068,475

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 15,404,145 14,335,670 1,068,475
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